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１．平成30年３月期の連結業績（平成29年４月１日～平成30年３月31日） 
（１）連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

 

  売上高 営業利益 経常利益 
親会社株主に帰属する 

当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 
30年３月期 57,062 2.0 880 10.7 999 8.2 637 9.5 
29年３月期 55,944 0.4 795 6.1 924 6.9 581 △0.4 

 
（注）包括利益 30年３月期 674 百万円 （10.8％）   29年３月期 609 百万円 （10.8％） 
 

 
１株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

自己資本 
当期純利益率 

総資産 
経常利益率 

売上高 
営業利益率 

  円 銭 円 銭 ％ ％ ％ 
30年３月期 118.76 － 6.8 3.2 1.5 
29年３月期 108.46 － 6.6 3.0 1.4 

 
（参考）持分法投資損益 30年３月期 － 百万円   29年３月期 － 百万円 
 
（２）連結財政状態 

  総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 

  百万円 百万円 ％ 円 銭 
30年３月期 31,111 9,597 30.8 1,788.75 
29年３月期 30,811 9,056 29.4 1,687.99 

 
（参考）自己資本 30年３月期 9,596 百万円   29年３月期 9,056 百万円 
 
（３）連結キャッシュ・フローの状況 

 
営業活動による 

キャッシュ・フロー 
投資活動による 

キャッシュ・フロー 
財務活動による 

キャッシュ・フロー 
現金及び現金同等物 

期末残高 

  百万円 百万円 百万円 百万円 
30年３月期 1,209 △545 △601 2,514 

29年３月期 913 △500 △535 2,451 
 
２．配当の状況 

  
年間配当金 配当金総額 

(合計) 
配当性向 
（連結） 

純資産配当
率（連結） 第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計 

  円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％ 
29年３月期 － 0.00 － 25.00 25.00 134 23.1 1.5 
30年３月期 － 0.00 － 30.00 30.00 160 25.3 1.7 

31年３月期（予想） － 0.00 － 30.00 30.00   21.5   

 
３．平成31年３月期の連結業績予想（平成30年４月１日～平成31年３月31日） 
  （％表示は、対前期増減率）
 

  売上高 営業利益 経常利益 
親会社株主に帰属 
する当期純利益 

１株当たり 
当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭 
通期 60,000 5.1 900 2.2 1,020 2.0 720 13.0 134.20 

（注）当社は年次での業務管理を行っておりますので、第２四半期（累計）の連結業績予想の記載を省略しております。

詳細は、添付資料Ｐ．４「１．経営成績等の概況（４）今後の見通し」をご覧ください。 



※  注記事項 

（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）： 無    

 
（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

①  会計基準等の改正に伴う会計方針の変更： 無    
 

②  ①以外の会計方針の変更              ： 無    
 

③  会計上の見積りの変更                ： 無    
 

④  修正再表示                          ： 無    

 

（３）発行済株式数（普通株式） 

①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 30年３月期 5,374,000 株 29年３月期 5,374,000 株 

②  期末自己株式数 30年３月期 8,833 株 29年３月期 8,833 株 

③  期中平均株式数 30年３月期 5,365,167 株 29年３月期 5,365,208 株 

 
 
※  決算短信は公認会計士又は監査法人の監査の対象外です 
 
※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断

する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等は

様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注

意事項等については、添付資料Ｐ．４「１．経営成績等の概況（４）今後の見通し」をご覧ください。 
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１．経営成績等の概況

（1）当期の経営成績の概況 

当連結会計年度におけるわが国経済は、海外経済の不確実性や金融資本市場の変動等に影響されるところはあり

ましたが、政府や日本銀行による各種政策の効果により雇用・所得環境に改善が見られ、緩やかな回復が続きまし

た。

住宅建設業界におきましては、首都圏のマンション総販売戸数は持ち直しの動きが見られましたが、持家と分譲

住宅の着工は横ばいとなり、貸家の着工は緩やかに減少した結果、全体として弱含みで推移しました。 

このような状況の中、当社グループは新たに名古屋流通センターを開設し継続的な物流体制強化を図りました。

また、防災用品や長期保存食等の新商品による新規事業分野の開拓を実施して参りました。 

この結果、当連結会計年度における当社グループの業績は、売上高57,062百万円（前連結会計年度比2.0％

増）、営業利益880百万円（同10.7％増）、経常利益999百万円（同8.2％増）、親会社株主に帰属する当期純利益

637百万円（同9.5％増）となりました。

セグメント別の売上高は次のとおりであります。

なお、当連結会計年度より事業セグメント区分の変更を行ったため、前連結会計年度比較については変更後の区

分により再編集した数値を基に算出しております。

商品区分 ルート事業
エンジニアリング

事業
直需事業 計 構成比

住宅用資材（百万円） 21,513 1,812 － 23,325 40.9％ 

ビル用資材（百万円） 22,487 3,441 － 25,929 45.4％

ＤＩＹ商品（百万円） 472 － 3,524 3,997 7.0％

ＯＥＭ関連資材（百万円） － － 1,588 1,588 2.8％

その他（百万円） 1,503 717 － 2,221 3.9％

合計（百万円） 45,977 5,971 5,113 57,062 100.0％

① ルート事業

ルート事業は、住宅用資材及びビル用資材等を、二次卸・金物店・建材店等へ販売しております。

住宅用資材は、錠前関係商品及び吊り戸金物等が伸長した建具商品、ポスト関連商品及び換気口関連商品等が伸

長したマンション住宅商品、カーテンレール及びブラインド等が伸長したインテリア商品、接着剤及びアルミ建材

等が伸長した建設副資材がそれぞれ好調に推移し、売上高は21,513百万円（前連結会計年度比3.1％増）となりま

した。 

ビル用資材は、階段廻り商品等が減少した福祉商品は低調に推移しましたが、屋上ベランダ廻り商品及び窓廻り

商品が伸長したビル用商品、エクステリア関連商品等が伸長した景観商品がそれぞれ好調に推移し、売上高は

22,487百万円（同2.8％増）となりました。 

ルート事業で展開しておりますＤＩＹ商品は、プロショップ向け商品が伸長し、売上高は472百万円（同12.5％

増）となりました。 

この結果、ルート事業全体の売上高は45,977百万円（同3.0％増）となりました。 

② エンジニアリング事業 

エンジニアリング事業は、住宅用資材及びビル用資材等を、建材店・販売工事店等へ、独自のノウハウによる設

計・加工・施工等の付加価値を加味して販売しております。 

住宅用資材は、アルミ建材等及び住宅建材が伸長した建設副資材が好調に推移しましたが、丁番関係商品等が減

少した建具商品、物干関連商品及びポスト関連商品等が減少したマンション住宅商品、ピクチャーレール等が減少

したインテリア商品が、それぞれ低調に推移し、売上高は1,812百万円（前連結会計年度比6.2％減）となりまし

た。

ビル用資材は、屋上ベランダ廻り商品が伸長したビル用商品は好調に推移しましたが、階段廻り商品等が減少し

た福祉商品、門扉フェンス等のエクステリア関連商品が減少した景観商品がそれぞれ低調に推移し、売上高は

3,441百万円（同3.1％減）となりました。

この結果、エンジニアリング事業全体の売上高は5,971百万円（同4.3％減）となりました。 
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③ 直需事業 

直需事業は、ホームセンター、通販会社、百貨店等、一般小売店向けのＤＩＹ商品、及びＯＥＭ関連資材、その

他商品を販売しております。 

ＤＩＹ商品は、通販会社向け商品、長期保存食等がそれぞれ好調に推移しましたが、ホームセンター向け網戸等

の季節商品を含めた一般消費者向け商品等が低調に推移し、売上高は3,524百万円（前連結会計年度比0.7％減）と

なりました。

ＯＥＭ関連資材は、住宅用商品の住宅戸建て及び賃貸向け錠前・クローザー等及びエクステリア関連商材である

ポスト・物干関連商品等が好調に推移し、売上高は1,588百万円（同4.8％増）となりました。

この結果、直需事業全体の売上高は5,113百万円（同1.0％増）となりました。 

 

（2）当期の財政状態の概況 

（資産）

当連結会計年度末における資産は31,111百万円となり、前連結会計年度末に比べ300百万円増加しました。 

流動資産は、現金及び預金が167百万円、受取手形及び売掛金が530百万円それぞれ減少し、たな卸資産が

292百万円増加しました。固定資産は、土地が404百万円増加しました。 

 

（負債） 

当連結会計年度末における負債は21,514百万円となり、前連結会計年度末に比べ240百万円減少しました。 

流動負債は電子記録債務が245百万円増加し、１年内返済予定の長期借入金が1,142百万円減少しました。固

定負債は、長期借入金が675百万円増加しました。 

 

（純資産） 

当連結会計年度末における純資産は9,597百万円となり、前連結会計年度末に比べ540百万円増加しました。

この結果、自己資本比率は30.8％となりました。 

 

（3）当期のキャッシュ・フローの概況 

当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ62百万

円増加し2,514百万円となりました。

 

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況は以下のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果、得られた資金は1,209百万円（前連結会計年度比32.3％増）となりました。

主な内訳は、税金等調整前当期純利益1,029百万円、減価償却費205百万円、売上債権の減少による資金の増

加536百万円、仕入債務の増加による資金の増加178百万円、法人税等の支払額380百万円であります。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果、使用した資金は545百万円（前連結会計年度比9.1％増）となりました。

主な内訳は、定期預金の払戻による収入230百万円、有形及び無形固定資産の取得による支出799百万円であ

ります。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果、使用した資金は601百万円（前連結会計年度比12.2％増）となりました。

主な内訳は、長期借入金の返済による支出1,866百万円、配当金の支払額134百万円、長期借入れによる収入

1,400百万円であります。
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（参考）キャッシュ・フロー関連指標の推移 

  平成29年３月期 平成30年３月期

自己資本比率（％） 29.4 30.8

時価ベースの自己資本比率（％） 18.6 18.7

キャッシュ・フロー対有利子負債比率（倍） 3.6 2.4

インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍） 52.6 88.1

・自己資本比率 → 自己資本／総資産

・時価ベースの自己資本比率 → 株式時価総額／総資産

・キャッシュ・フロー対有利子負債比率 → 有利子負債／営業キャッシュ・フロー

・インタレスト・カバレッジ・レシオ → 営業キャッシュ・フロー／利払い 

※株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式総数（自己株式を除く）により算出しております。

※営業キャッシュ・フローは、キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用しており

ます。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象とし

ております。また、利払いについては、キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。

 

（4）今後の見通し 

今後の見通しにつきましては、海外経済の不確実性や金融市場の変動に留意する状況が続いておりますが、雇

用・所得環境の改善が続く中で、政府の各種政策の効果により、緩やかな回復基調が期待されます。 

このような環境の中、従来とは異なるターゲット市場を見据えた新たな付加価値の創造、組織体制・インフラ強

化等を施策とし、当社グループの特長を生かしたビジネスを展開して行く所存であります。 

以上により、当社グループの次期の業績予想につきましては、売上高60,000百万円、営業利益900百万円、経常

利益1,020百万円、親会社株主に帰属する当期純利益720百万円を見込んでおります。

 

２．会計基準の選択に関する基本的な考え方

当社グループは、連結財務諸表の期間比較可能性及び企業間の比較可能性を考慮し、日本基準で連結財務諸表を

作成する方針であります。

なお、国際財務報告基準（ＩＦＲＳ）の適用につきましては、国内外の諸情勢を考慮の上、適切に対応していく

方針であります。
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３．連結財務諸表及び主な注記

（１）連結貸借対照表

    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(平成29年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成30年３月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 2,681 2,514 

受取手形及び売掛金 16,854 16,323 

たな卸資産 2,997 3,289 

未収入金 1,200 1,338 

繰延税金資産 150 158 

その他 44 41 

貸倒引当金 △5 △4 

流動資産合計 23,922 23,661 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物 5,745 5,711 

減価償却累計額 △3,488 △3,577 

建物及び構築物（純額） 2,257 2,134 

土地 2,469 2,873 

その他 1,170 1,305 

減価償却累計額 △1,021 △1,026 

その他（純額） 148 279 

有形固定資産合計 4,875 5,286 

無形固定資産    

ソフトウエア 74 60 

その他 88 246 

無形固定資産合計 162 306 

投資その他の資産    

投資有価証券 1,025 1,057 

繰延税金資産 131 101 

その他 692 698 

投資その他の資産合計 1,850 1,857 

固定資産合計 6,888 7,450 

資産合計 30,811 31,111 
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    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(平成29年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成30年３月31日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 6,840 6,772 

電子記録債務 8,954 9,199 

1年内返済予定の長期借入金 1,793 651 

未払法人税等 381 384 

賞与引当金 288 318 

その他 876 944 

流動負債合計 19,134 18,271 

固定負債    

長期借入金 1,516 2,191 

退職給付に係る負債 484 449 

役員退職慰労引当金 478 457 

その他 142 145 

固定負債合計 2,621 3,243 

負債合計 21,755 21,514 

純資産の部    

株主資本    

資本金 697 697 

資本剰余金 409 409 

利益剰余金 7,949 8,452 

自己株式 △4 △4 

株主資本合計 9,052 9,555 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 71 88 

退職給付に係る調整累計額 △67 △47 

その他の包括利益累計額合計 4 41 

非支配株主持分 0 0 

純資産合計 9,056 9,597 

負債純資産合計 30,811 31,111 
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

（連結損益計算書）

    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(自 平成28年４月１日 
 至 平成29年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成29年４月１日 
 至 平成30年３月31日) 

売上高 55,944 57,062 

売上原価 47,878 48,801 

売上総利益 8,065 8,260 

販売費及び一般管理費 7,270 7,379 

営業利益 795 880 

営業外収益    

受取利息 1 1 

受取配当金 23 22 

仕入割引 121 122 

投資有価証券売却益 12 － 

受取家賃 33 36 

その他 18 21 

営業外収益合計 210 205 

営業外費用    

支払利息 17 13 

手形売却損 11 13 

売上割引 51 57 

その他 0 1 

営業外費用合計 81 86 

経常利益 924 999 

特別利益    

固定資産売却益 0 30 

特別利益合計 0 30 

特別損失    

固定資産除売却損 0 0 

災害による損失 10 － 

特別損失合計 10 0 

税金等調整前当期純利益 913 1,029 

法人税、住民税及び事業税 371 384 

法人税等調整額 △39 8 

法人税等合計 332 392 

当期純利益 581 637 

非支配株主に帰属する当期純利益 0 0 

親会社株主に帰属する当期純利益 581 637 
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（連結包括利益計算書）

    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(自 平成28年４月１日 
 至 平成29年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成29年４月１日 
 至 平成30年３月31日) 

当期純利益 581 637 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 37 16 

退職給付に係る調整額 △10 20 

その他の包括利益合計 27 37 

包括利益 609 674 

（内訳）    

親会社株主に係る包括利益 609 674 

非支配株主に係る包括利益 0 0 
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（３）連結株主資本等変動計算書

前連結会計年度（自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日）

        （単位：百万円） 

  株主資本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 697 409 7,502 △4 8,604 

当期変動額           

剰余金の配当 － － △134 － △134 

親会社株主に帰属する当期
純利益 － － 581 － 581 

自己株式の取得 － － － △0 △0 

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額） 

－ － － － － 

当期変動額合計 － － 447 △0 447 

当期末残高 697 409 7,949 △4 9,052 

 

           

  その他の包括利益累計額 

非支配株主持分 純資産合計 
  

その他有価証券評価
差額金 

退職給付に係る調整
累計額 

その他の包括利益累
計額合計 

当期首残高 34 △57 △23 0 8,581 

当期変動額           

剰余金の配当 － － － － △134 

親会社株主に帰属する当期
純利益 

－ － － － 581 

自己株式の取得 － － － － △0 

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額） 37 △10 27 0 27 

当期変動額合計 37 △10 27 0 474 

当期末残高 71 △67 4 0 9,056 

 

- 9 -

平成30年３月期　決算短信〔日本基準〕（連結）



当連結会計年度（自 平成29年４月１日 至 平成30年３月31日）

        （単位：百万円） 

  株主資本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 697 409 7,949 △4 9,052 

当期変動額           

剰余金の配当 － － △134 － △134 

親会社株主に帰属する当期
純利益 

－ － 637 － 637 

自己株式の取得 － － － － － 

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額） 

－ － － － － 

当期変動額合計 － － 503 － 503 

当期末残高 697 409 8,452 △4 9,555 

 

           

  その他の包括利益累計額 

非支配株主持分 純資産合計 
  

その他有価証券評価
差額金 

退職給付に係る調整
累計額 

その他の包括利益累
計額合計 

当期首残高 71 △67 4 0 9,056 

当期変動額           

剰余金の配当 － － － － △134 

親会社株主に帰属する当期
純利益 

－ － － － 637 

自己株式の取得 － － － － － 

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額） 

16 20 37 0 37 

当期変動額合計 16 20 37 0 540 

当期末残高 88 △47 41 0 9,597 
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書

    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(自 平成28年４月１日 
 至 平成29年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成29年４月１日 
 至 平成30年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前当期純利益 913 1,029 

減価償却費 210 205 

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 10 △21 

賞与引当金の増減額（△は減少） 6 29 

役員賞与引当金の増減額（△は減少） 4 △2 

貸倒引当金の増減額（△は減少） 5 △4 

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 8 △5 

受取利息及び受取配当金 △24 △24 

支払利息 17 13 

投資有価証券売却及び評価損益（△は益） △12 0 

固定資産除売却損益（△は益） △0 △30 

売上債権の増減額（△は増加） 638 536 

たな卸資産の増減額（△は増加） △28 △292 

未収入金の増減額（△は増加） 6 △137 

その他の資産の増減額（△は増加） 10 14 

仕入債務の増減額（△は減少） △756 178 

その他の負債の増減額（△は減少） 242 89 

小計 1,252 1,579 

利息及び配当金の受取額 24 24 

利息の支払額 △17 △13 

法人税等の支払額 △345 △380 

営業活動によるキャッシュ・フロー 913 1,209 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

定期預金の払戻による収入 － 230 

有形及び無形固定資産の取得による支出 △488 △799 

投資有価証券の取得による支出 △8 △8 

有形固定資産の売却による収入 0 46 

投資有価証券の売却による収入 23 － 

貸付けによる支出 － △1 

貸付金の回収による収入 1 3 

その他 △28 △16 

投資活動によるキャッシュ・フロー △500 △545 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

長期借入れによる収入 900 1,400 

長期借入金の返済による支出 △1,301 △1,866 

自己株式の取得による支出 △0 － 

配当金の支払額 △134 △134 

財務活動によるキャッシュ・フロー △535 △601 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △121 62 

現金及び現金同等物の期首残高 2,573 2,451 

現金及び現金同等物の期末残高 2,451 2,514 
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（５）連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要 

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会

が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社グループは、商品の種類、販売先の類似性、損益集計区分及び関連資産等に照らし、ルート事業・エンジニアリ

ング事業・直需事業の３事業を報告セグメントとしております。

ルート事業は、住宅用資材及びビル用資材等を、二次卸・金物店・建材店等へ販売しております。

エンジニアリング事業は、住宅用資材及びビル用資材等を、建材店・販売工事店等へ、独自のノウハウによる設計・

加工・施工等の付加価値を加味して販売しております。

直需事業は、ホームセンター、通販会社、百貨店等、一般小売店向けのＤＩＹ商品、及びＯＥＭ関連資材、その他の

商品を販売しております。

 

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」における

記載と概ね同一であります。報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。

 

３．報告セグメントの変更に関する事項 

当社グループの報告セグメントの事業区分は、「ルート事業」「エンジニアリング事業」「直需事業」の３事業とし

ておりますが、当連結会計年度より販売経路及び得意先の営業形態等を勘案し、組織の変更を行いました。なお、前連

結会計年度のセグメント情報については、変更後の組織により再集計しております。
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４．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報 

前連結会計年度（自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日） 

      （単位：百万円） 

  報告セグメント 

合計 
  ルート事業 

エンジニア 
リング事業 

直需事業 

売上高        

外部顧客への売上高 44,642 6,238 5,063 55,944 

セグメント間の内部売上高又は振替高 － － － － 

計 44,642 6,238 5,063 55,944 

セグメント利益 1,756 281 130 2,167 

セグメント資産 20,763 3,514 2,701 26,979 

その他の項目        

減価償却費 93 11 11 115 

有形固定資産及び無形固定資産の増加額 319 46 52 417 

 

 

当連結会計年度（自 平成29年４月１日 至 平成30年３月31日） 

      （単位：百万円） 

  報告セグメント 

合計 
  ルート事業 

エンジニア 
リング事業 

直需事業 

売上高        

外部顧客への売上高 45,977 5,971 5,113 57,062 

セグメント間の内部売上高又は振替高 － － － － 

計 45,977 5,971 5,113 57,062 

セグメント利益 1,941 244 161 2,347 

セグメント資産 20,742 3,431 2,595 26,769 

その他の項目        

減価償却費 98 11 10 119 

有形固定資産及び無形固定資産の増加額 521 18 16 557 
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５．報告セグメント合計額と連結財務諸表計上額との差額及び当該差額の主な内容（差異調整に関する事項）

（単位：百万円）
 

売上高 前連結会計年度 当連結会計年度

報告セグメント計 55,944 57,062

セグメント間取引消去 － －

連結財務諸表の売上高 55,944 57,062
 

 

（単位：百万円）
 

利益 前連結会計年度 当連結会計年度

報告セグメント計 2,167 2,347

全社費用（注） △1,372 △1,466

連結財務諸表の営業利益 795 880 

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

 

（単位：百万円）
 

資産 前連結会計年度 当連結会計年度

報告セグメント計 26,979 26,769

全社資産（注） 3,832 4,342

連結財務諸表の資産合計 30,811 31,111

（注）全社資産は、主に報告セグメントに帰属しない現金及び預金並びに本社有形固定資産であります。

 

（単位：百万円）
 

その他の項目

報告セグメント計 調整額 連結財務諸表計上額

前連結会
計年度

当連結会
計年度

前連結会
計年度

当連結会
計年度

前連結会
計年度

当連結会
計年度

減価償却費 115 119 94 85 210 205

有形固定資産及び無形固定資産の増加額 417 557 93 224 511 781

（注）減価償却費の調整額は、主に報告セグメントに帰属しない本社有形固定資産の減価償却費であります。

   また、有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額は、本社の設備投資額であります。
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【関連情報】

前連結会計年度（自平成28年４月１日  至平成29年３月31日） 

１．商品ごとの情報

（単位：百万円）
 

  住宅用資材 ビル用資材 ＤＩＹ商品 その他 合計

外部顧客への売上高 22,790 25,425 3,968 3,759 55,944

 

２．地域ごとの情報

 （1）売上高

   本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。 

 

 （2）有形固定資産

   本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。 

 

３．主要な顧客ごとの情報

  本邦の外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載を省略し

ております。

 

当連結会計年度（自平成29年４月１日  至平成30年３月31日） 

１．商品ごとの情報

（単位：百万円）
 

  住宅用資材 ビル用資材 ＤＩＹ商品 その他 合計

外部顧客への売上高 23,325 25,929 3,997 3,810 57,062

 

２．地域ごとの情報

 （1）売上高

   本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。 

 

 （2）有形固定資産

   本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。 

 

３．主要な顧客ごとの情報

  本邦の外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載を省略し

ております。
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（１株当たり情報）

 
前連結会計年度

（自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日）

１株当たり純資産額 1,687.99円 1,788.75円

１株当たり当期純利益金額 108.46円 118.76円

潜在株式調整後１株当たり当期純利益
潜在株式が存在しないため

記載しておりません。

潜在株式が存在しないため

記載しておりません。

 

（注）１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日）

１株当たり当期純利益金額    

親会社株主に帰属する当期純利益金額   

（百万円）
581 637

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － 

普通株式に係る親会社株主に帰属する    

当期純利益金額（百万円）
581 637

期中平均株式数（千株） 5,365 5,365

 

 

（重要な後発事象）

（当社連結子会社の吸収合併）

当社は、平成30年２月14日開催の取締役会において当社の100％連結子会社であるヨネミツエース株式会社を吸

収合併することを決議し、平成30年２月28日付で合併契約を締結いたしました。この契約に基づき、当社は平成30

年４月１日付でヨネミツエース株式会社を吸収合併いたしました。 

１. 企業結合の概要 

（１）結合当事企業の名称及び事業内容 

吸収合併存続企業 

名称：杉田エース株式会社 

事業内容：住宅用資材、ビル用資材、ＤＩＹ商品、特定需要家向けＯＥＭ関連資材、その他商品の卸売業 

吸収合併消滅企業 

名称：ヨネミツエース株式会社 

事業内容：排煙設備工事業及び金物卸売業 

（２）企業結合日（効力発生日） 

平成30年４月１日 

（３）企業結合の法的形式 

杉田エース株式会社を存続会社とする吸収合併方式 

（４）企業結合の目的 

経営資源の有効活用と事業運営の効率化 

 

２. 実施する会計処理の概要 

「企業結合に関する会計基準」及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」に基づき、

共通支配下の取引として処理を行います。 
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